超高齢者（90歳以上）の大腿骨近位部骨折のQOL by 畑中 渉
超高齢者（９０歳以上）の大腿骨近位部骨折のQOL
手稲前田整形外科病院 整形外科 畑 中 渉
Key words :Hip fracture（大腿骨近位部骨折）
Femoral neck fracture（大腿骨頚部骨折）
Femoral trochanteric fracture（大腿骨転子部骨折）
Quality of Life : QOL（生活の質）
要旨：９０歳以上の超高齢者における大腿骨近位部骨折２８例２９骨折の歩行能維持率と生命予後を評価
し検討した．
平均経過観察期間は３９．５週．受傷前の歩行可能例は６４．３％で，歩行能維持率は，退院時で８８．９％
であったが，最終調査時では２７．８％に低下していた．受傷前と退院時および最終調査時の歩行能力
を比較すると，転子部骨折例と認知症無し群で退院時ならびに最終調査時の両方で歩行能低下に統
計学的有意差を認めた．また，手術待機日数が長い群と認知症群で最終調査時の歩行能低下に統計
学的有意差を認めた．
大腿骨近位部骨折に対する治療は，早期治療・早期離床が原則であり，十分な対策をとったうえ，
積極的に治療を行って歩行能を維持すべきである．
は じ め に
高齢者の大腿骨近位部骨折では発症直後から
歩行不能となり，適切な手術治療とリハビリ
テーションを行っても受傷前の状態まで身体機
能が回復しない例も多い．したがって骨粗鬆症
性骨折の中でも，大腿骨近位部骨折は患者の
Quality of Life（以下 QOL）を最も低下させ
る疾患である．
９０歳以上の超高齢者の大腿骨近位部骨折患者
の歩行能力と生命予後を調査し，他家の報告と
比較して，本骨折における QOL低下の特徴を
報告する．
対象および方法
１９９８年６月から２００９年１月までの間に著者が
直接治療・手術を行った９０歳以上の大腿骨近位
部骨折（頚部骨折および転子部骨折）患者２８例
２９骨折（術後早期の脱転による再手術例１骨折
を含む）を対象とした．性別は，男性３例３骨
折，女性２５例２６骨折で，女性が８９．３％を占め
た．平均年齢は９３．２歳（９０～１０１歳）であった．
骨折型は頚部骨折が５例５骨折（保存療法１例
１骨折，骨接合術４例４骨折），転子部骨折が
２４例２５骨折（保存療法３例３骨折，骨接合術２１
例２２骨折）であった．
これらの症例に対し，受傷原因，受傷前・受
傷後の歩行能力，既存疾患や併存症の有無，生
命予後について追跡調査を行った．
歩行能力の評価は，独歩歩行例を４点，杖歩
行例を３点，歩行器・シルバーカー・ピック
アップウオーカー歩行例および伝い歩きを２
点，車椅子を１点，寝たきりを０点と点数化し
て評価し，伝い歩き以上を歩行能維持群とし
た．
認知症の評価は，柄沢の知能低下の臨床的判
定基準３）を用い（表１），中等度以上を認知症あ
りと判断した．
統計学的解析には t-testを用い，p＜０．０５を
統計学的に有意差ありとした．
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結 果
死亡退院が１例あった．退院後経過観察不能
例を除き，平均経過観察期間は３９．５週であっ
た．
１）受傷原因
転倒が１９例と最も多く，屋内転倒が１６例，屋
外転倒が３例であった．車椅子からの転落が２
例，ベッドからの転落が６例，不明１例であっ
た．
２）受傷前歩行能力
屋内のみを含む独歩が７例，杖歩行が７例，
歩行器使用が４例，車椅子が１０例，寝たきりが
０例で，歩行可能例は６４．３％であった．
３）入院時合併症
前述の判定基準で中等度以上の認知症を２３例
に認めた．他には脳血管障害（脳梗塞および脳
出血）９例，高血圧１４例，糖尿病８例，心疾患
７例，悪性腫瘍３例あった．骨粗鬆症性の脊椎
椎体骨折を３例に認めた．骨粗鬆症は１１例に認
めた．反対側の大腿骨近位部骨折で骨接合術を
受けた症例が１例あった．
４）受傷から手術までの日数
受傷から平均３．２日（０～８日）で手術は行
われた．最近はできる限り早く手術を行うこと
としており，手術室・麻酔科の協力のもと２００６
年以降の１１例は平均２．１日であった．
５）麻酔法・骨接合材料
麻酔は腰椎麻酔ないし硬膜外麻酔であった．
骨接合材料は，頚部骨折では１例に CCHS，３
例に Hansson pinを使用した．転子部骨折で
は２例３骨折に CHS，１９例１９骨折にガンマネ
イルタイプ（γネイル１例，PFネイルシリー
ズ１８例）を使用した．
６）離床・荷重開始時期
平均３．５日で離床車椅子乗車，平均１２．３日で
全荷重となっていた．２００７年以降は離床・荷重
開始を早め，術翌日には離床し車椅子乗車，４
日目で全荷重を許可している．
７）退院場所
平均入院期間は３９．４日であった．自宅から自
宅への退院が２例，自宅から病院・施設への転
院が７例，施設から自宅ヘの退院が１例，病院
・施設から病院・施設への転院が１７例，死亡退
院が１例あった．
１０）退院時および最終調査時歩行能力
ことわざで「転ばぬ先の杖」とあるように再
転倒予防のため杖歩行での退院を奨励している
ため，歩行能力の最終ゴールを杖歩行において
リハビリを進めた．入院例２７例のうち退院時に
は杖歩行が８例，歩行器歩行が８例，車椅子が
１０例，寝たきりが０例，死亡例１例で，受傷前
に比べた歩行能維持率は８８．９％であった（表
２）．
最終調査時の移動能力は，調査可能だった２０
例のうち，杖歩行が３例，歩行器歩行が２例，
車椅子が１６例，寝たきりが０例，死亡・脱落例
７例で，受傷前に比べた歩行能維持率は２７．８％
であった（表３）．
受傷前の歩行能力で歩行器・伝い歩き以上を
表１ 老人の知能低下の臨床的判定基準
１．正常 活発な精神活動が見られる
２．軽度 日常会話の内容が乏しい
社会的出来事への関心の低下
３．中等度 簡単な日常会話がどうやら可能
しばしば介助が必要
一時的失見当
４．高度 簡単な日常会話すら困難
常時手助けが必要
５．非常に高度 自分の名前すら忘れる
家族子のことも分からない
表２ 受傷前歩行能力と退院時歩行能力
（入院例のみ n＝２７）
?
?
?
退院時
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
独歩 ７ ０ ３ ２ １ ０ １
杖歩行 ７ ０ ４ ３ ０ ０ ０
歩行器 ４ ０ １ ３ ０ ０ ０
車椅子 ９ ０ ０ １ ８ ０ ０
寝たきり ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
合計 ２７ ０ ８ ８ １０ ０ １
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歩行可能群として歩行不能群との比較を行う
と，統計学的有意差を認めたのは退院時の歩行
能維持率のみで，平均年齢や認知症合併率では
有意差は見られなかった（表４）．
退院時の歩行能力の変化を受傷前と比較検討
すると，認知症の有無では認知症なし群で，骨
折型では転子部骨折群で有意差を持って低下し
ていたが，骨接合日には左右されなかった．
最終調査時の歩行能力の変化を受傷前と比較
検討すると，認知症の有無では両群で，骨折型
では転子部骨折群で，また骨接合日では３日以
上になった群で有意差を持って低下していた．
１１）生命予後
８名の死亡が確認され，追跡不能が９名お
り，受傷後１年経過例２５名の１年生存率は４４％
であった．
考 察
高齢者は全身的併存症を合わせ持つことが多
く，またこれら併存症は骨折や手術による安静
臥床を契機に悪化することが多いばかりでなく
新たなものが加わることが多い．このため高齢
者の大腿骨近位部骨折では，臥床期間をできる
だけ短くすることが重要である．手術適応があ
れば受傷後出来る限り早く手術を行い，短期間
のうちに元の生活レベルに戻さなければならな
い．著者は高齢者に限らず，できる限り早く手
術を予定しているが，麻酔科医の常駐していな
い当院では麻酔管理の問題上麻酔科の応援を仰
がねばならず，受傷曜日によっては必ずしも短
期間にはならないことが多いが，２００６年以降の
１１例は，受傷後平均２．１日で手術が行われてお
り，満足出来る結果であった．また手術後の荷
重開始時期を見直すことで，術後早期に可及的
全荷重を許可しており，リハビリに意欲的な症
例では良い結果になってきていると考えてい
る．
大腿骨近位部骨折症例で受傷１年後の生存率
は８０～９０％とされているが，９０歳以上の超高齢
者ではさらに低く，７９％前後と報告４，５）されてお
り，今回の調査では４４％と極めて低かった．追
跡可能例が少なかったことが原因と考えられ，
追跡可能例が増えれば，もう少し数値は改善し
たのではと考える．一方，受傷時歩行不能群に
限定すると１年生存率は３８％に低下するといわ
れている５）が，今回は４４．４％と遜色はなかった．
Zuckerman６）が大腿骨近位部骨折の予後に関
係すると指摘した１０疾患について，退院時歩行
能力と比較した結果では，有意差はみられな
かった．寺島ら５）が差を生じたと指摘している
心不全合併例でも歩行能再獲得率に差は無く，
術前術後のコントロールがたまたま良かったも
のと思われる（表５）．
認知症と退院時の歩行能力の検討では，認知
症群のほうが歩行能維持率が高い結果となっ
表３ 受傷前歩行能力と最終調査時歩行能力
?
?
?
最終調査時
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
独歩 ７ ０ ２ ０ ２ ０ ３
杖歩行 ７ ０ １ １ ３ ０ ２
歩行器 ４ ０ ０ １ ２ ０ １
車椅子 １０ ０ ０ ０ ９ ０ １
寝たきり ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
合計 ２８ ０ ３ ２ １６ ０ ７
表４ 受傷前歩行可能群と不能群の比較
歩行可能群 歩行不能群
症例数 １８例 １０例
平均年齢 ９３．０歳 ９２．７歳
保存例 ２例 １例
術前待機期間 ２．７日 ４．７日
２日以下 ９例 ４例
３日以上 ７例 ５例
認知症合併率 １４例（７７．７％） ９例（９０．０％）
骨折型
頚部骨折 ３例 ２例
転子部骨折 １５例 ８例
退院時の歩行 １５例 １例＊
能維持率 ８３．３％ １０％
最終の歩行能 ５例 ０例
維持率 ２７．８％ ０％
＊（p＜０．０１）
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た．一般的に認知症では，リハビリ意欲の確認
・意思疎通が困難なため，リハビリが順調に進
まないことが多いが，リハビリならびに看護ス
タッフの努力が反映して，認知症でも歩行能再
獲得につながったと考えている．
大腿骨近位部骨折の発生率は，５０歳以下では
男女とも人口１０万人あたり１０以下で少ない
が，７０歳以降は指数関数的に上昇し，９０歳以上
では２９００に達し，さらに女性の発生率は男性の
２倍以上と報告されている１）．厚生労働省の全
国調査によると，２００７年１年間で約１６万例が発
生したと推計され，２０３０年には２５万人以上に達
すると推計されている．一方，医療経済的立場
では，大腿骨近位部骨折の初期治療病院での治
療費は約１５０万円と報告されている２）．したがっ
て，本邦における２００７年度の大腿骨近位部骨折
の急性期治療費は約２４００億円と推計される．さ
らに前述の患者数増加予測に従えば，２０３０年に
は約３７５０億円に達すると予測される．これは初
期治療病院での急性期治療費のみであり，回復
期の治療費や長期間介護を要する場合の慢性期
治療費を加えると，巨額の費用が必要となり，
年々高騰する老人医療費が問題となっている．
地域医療連携パスの導入が広がり，急性期病院
での入院期間は減少しているが，転院先での治
療期間が逆に延びて，院内での完結時と比べて
総費用は増加していないか，殊に検証が必要で
ある．
ま と め
１）９０歳以上の超高齢者の大腿骨近位部骨折患
者２８例２９骨折の歩行能・予後を調査した．
２）他家の報告と比べて，認知症の有病率が高
く，認知症がない例のほうが，歩行能維持率
が低い結果となった．
３）頚部骨折に比べ転子部骨折の最終調査時の
歩行能維持率が低かった．
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表５ 入院時合併症（Zuckerman の１０疾患）と退
院時歩行能力
症例数 歩行可能 歩行不能
高血圧 １４ １１ ３
不整脈 ４ ４ ０
心不全 ３ ２ １
虚血性心疾患 ２ １ １
肺疾患 ２ ２ ０
腎疾患 １ １ ０
脳血管障害 １０ ５ ５
糖尿病 ９ ６ ３
悪性腫瘍 ３ ２ １
パーキンソン病 ０ ０ １
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